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米国における税務会計研究の潮流
── 「Empirical tax research in accounting」の紹介 ──
木　村　吉　孝＊
日本ではいま，活力ある経済社会に向けた税制改革論議が盛んに行われている。税制は国家
の根幹をなす財政を支えるものである一方，家計や企業などの経済活動に大きな影響を及ぼす
と考えられる。一般に，家計にとって可処分所得を減少させる税負担は，できるだけ小さいこ
とが望まれる。また，世界的な大競争の中で，企業にとってもそのキャッシュフローや税引後
利益を左右する税負担を合理的，合法的にできるだけ小さくしようとする誘因が働く。このよ
うな節税意識を背景にして，税をインセンティブとして活用することによって，望ましい経済
状況に導くこうとする租税政策がその効力を持ち得ることになる。財政政策や金融政策が行き
づまる中で，租税政策に期待が寄せられることになるが，その具体的な内容については様々な
意見があり，そのとりまとめは容易ではない。例えば，減税による景気刺激策に積極的な経済
財政諮問会議と税収確保に努める政府税制調査会との間には，それぞれの立場による違いのほ
か，いくつかの政策面での意見対立が見られる。
こうした制度設計における見解の相違の背景には，インセンティブとして税を活用すること
の効果そのものに対する疑念がある。これは，税制の経済社会に及ぼす影響，具体的には税法
の各規定が企業や家計などの各経済主体にどのような，またどれほどの影響を及ぼすのかとい
うことについての研究が必ずしも十分ではないことに起因している。とくに法人所得税につい
ては，その転嫁と帰着に関する多くの研究はあるものの，企業行動の具体的な意思決定に及ぼ
す影響については実証的な研究成果に乏しい状況である。このような分析を行うには，課税所
得の計算構造をよく理解した上で，企業の直面する契約や取引にともなう税の発生態様をよく
検討すること，いいかえれば税務計画ないし税務戦略についての理解が求められる。これは税
制のマクロ的な影響について分析を行うものではないし，課税要件の解釈論を中心とする分析
ともまた異なるものである。そこで，これを税務会計研究の新しい課題として位置づけること
ができる。つまり，税務会計研究の対象範囲が従来の事後的な課税所得の算定に関する問題の
研究にとどまらず，事前的な税務計画のための戦略的な税務研究を含めたものへと拡大してい
〔研究ノート〕
るといえる。現行制度を与件として企業の税務戦略を検討することと，税の企業行動に与える
影響を分析することは表裏一体であるため，新しい税務会計研究を進めることによって，企業
の税務問題を含めた戦略的な意思決定の高度化が図られるとともに，租税政策の具体的内容を
検討するときの判断基準となるような科学的根拠が提供されることになると考えられる。
米国では1980年代後半のレーガン税制改革以降，会計学の分野で経済学や法律学の知見を融
合した形で実証的な税務会計研究（tax research in accounting）が行われている。そうした米
国における税務会計研究の潮流をよく表す論文として，2001年にJournal of Accounting and
Economics 誌に掲載された「Empirical tax research in accounting（Shackelford and Shevlin
〔2001〕，pp.321-387）」をあげることができる。Douglas A. Shackelford（ノースカロライナ大
学），Terrence J. Shevlin（ワシントン大学）両教授によるこの論文（以下，SS論文という）は，
過去15年以上にわたるミクロ経済学を基礎とする実証的な所得税研究を広くサーベイするとと
もに，将来の研究の方向性についても示している。その主要テーマは，米国における現在の税
務会計研究の３つの主要な研究領域，すなわち①租税要因と非租税要因の協調（the cordina-
tion of tax and non-tax factors），②資産価格への税の影響（the effects of taxes on asset prices），
③複数の司法管轄区域にまたがる商取引の課税（the taxation of multijurisdictional com-
merce），について論評するとともに，さらに実証研究における方法論上の問題について検討
することである。今後，日本でもこうした新しい税務会計研究が発展していくものと予想され
る中で，このSS論文は税務会計研究を志す者にとって有益なガイダンスとなるものと考えら
れる。そこで，本稿ではSS論文の要点を紹介することを通じて，米国における税務会計研究
の潮流を概観することにする。
SS論文は，1．Introduction，2．Taxes and non-tax tradeoffs，3．Taxes and asset prices，4．
Multijurisdictional research，5．Methodological issues，6．Closing remarksというように６章
からなるが，本稿では5．Methodological issues（方法論上の問題）を除いた５つの章について
抜粋的にその内容を紹介する。したがって，本稿の第１節（Scholes-Wolfsonフレームワーク）
はSS論文の１. Introductionの内容を取り扱っていて，第２節（税と税以外の費用とのトレー
ドオフ）は，２. Taxes and non-tax tradeoffsに対応している。また，第３節（税と資産価格）
は３. Taxes and asset prices，第４節（多法域取引の課税問題）は４. Multijurisdictional
research，さらに第５節（むすび）が６. Closing remarksに対応している。なお，本稿では基
本的にSS論文の内容に則してその要約ないし抜粋を紹介しているが，難解な部分や説明不足
と思われる部分については，適宜文章を組み替えたり加筆したりしている。
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１．Scholes-Wolfson フレームワーク
租税研究は，長い間３つの学術的，政策的問題に取り組んできた。「税は重要なのか，そう
でないならなぜか，また重要ならどれくらいか（Do taxes matter? If not, why not? If so, how
much?）」という問題である。米国において，租税研究は経済学や財務論（finance）では長い
歴史があるが，会計学においてその重要な研究分野となってきたのは1980年代後半のことであ
る。80年代半ばまでの会計学者による租税研究は，法律雑誌に掲載される法律的研究（legal
research，外生的取引に与える税の影響を判断する）と公共経済学の雑誌に掲載される政策研
究（policy studies，分配や効率面での税の影響を評価する）が中心であり，税務論文が主要な
会計学雑誌に掲載されることはほとんどなかった。そのような状況の中で，財務論の教授であ
るMyron Scholesと会計学の教授であるMark Wolfsonは，税が重要となりそうな問題について
分析する上でミクロ経済学の視点をとり入れた分析枠組みを用いた（Scholes and Wolfson
〔1987〕，同〔1992〕；以下，ＳＷフレームワークとよぶ）。このＳＷフレームワークは，とき
にＳＷパラダイムと表現されたりもするが，とくに新しい理論や方法論を展開したものではな
く，また詳細な法的側面や政策的提言に焦点をあてたものでもない。むしろそれは，組織にお
ける税の機能を説明しようとして実証的な接近法（positive approach）を採用するものであり，
企業財務論や公共経済学を活用して，会計学のフィールドでミクロ経済学と租税法の知見を融
合するものである。いいかえれば，従来の税務会計研究とミクロ経済学の橋渡しをするもので
あり，現在の米国における税務会計研究の中心的な分析枠組みとなっている。
その概念的枠組みは，次に示すように「すべての当事者，すべての税，すべての費用（all parties,
all taxes, and all costs）」という３つの主題を中心に展開されている（Scholes and Wolfson
〔1992〕, pp.2-3）。
①効果的な税務計画を行うには，税務計画者が，その取引に関連するすべての当事者におけ
る税務上の影響を考慮する必要がある。
②効果的な税務計画を行うには，投資や資金調達の意思決定をするときに，表面的な税
（explicit taxes，課税当局に直接納める税金）のみならず，内在的な税（implicit taxes，
例えば，税制上優遇されている投資物件の税引前収益率の低さという形で間接的に支払わ
れる税）をも勘案する必要がある。
③効果的な税務計画のためには，計画者は，税は多くの事業費用のうちの一つにすぎず，す
べての費用が勘案されなければならないことを認識すべきである。提案された租税計画案
は，実践するには非常に費用のかかる事業の再構築を必要とするかもしれないのである。
ここで，すべての当事者の例としては，給与体系を構築するには，雇用主と従業員の双方の
税を考える必要があるということである。すべての税の例には，その利子が免税であるがゆえ
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に相対的に低い利率に設定されている地方債（municipal bond）があげられる。また，すべて
の費用の例としては，企業の財務会計と税務目的とのトレードオフをあげることができる。す
べての当事者，すべての税，すべての費用という３つの主題は，利益や資産価値の最大化とい
った企業組織の目的を達成するような税務管理（tax management）の仕組みを提供すること
になる。すなわち，効果的な税務計画の意義は，必ずしも税額を最小化することにあるのでは
なく，むしろ企業の効率的な組織づくりや直面する取引契約のもたらす影響についての見通し
を提供することに見出されるのである。
80年代後半以降，このＳＷフレームワークを基礎として，米国における新しい税務会計研究
が発展してきた。初期の研究はせいぜい記録文献であったが，やがて記録から説明，理解そし
て予測へと徐々に発展していった。また，当初はＳＷフレームワークのみを基礎としていたが，
すぐに多くの方向性が派生的に示された。このフレームワークの発展には，米国税制の総見直
しとなる1986年税制改革（Tax Reform Act of 1986）が寄与している。というのは，86年税制
改革の経済効果を調べるために，多くの租税研究がこのSWフレームワークを応用したからで
ある。
ＳＷフレームワークは現在の税務会計研究において広く受け入れられていて，この分野での
研究の質はそのリサーチデザインが，すべての当事者，すべての税，すべての費用という３つ
の主題をどれだけよく認識し，管理しているかどうかにもとづいて評価される。そこでは，す
べての契約当事者，すべての税（内在的な税を含む），および税以外のすべての費用が識別・
管理可能であり，そのため観察される税の態様は合理的かつ予測可能であるということが暗黙
のうちに仮定されていることになる。しかし，各契約当事者がおかれている税務環境は異なる
し，内在的な税を明確に把握することは必ずしも容易ではない。また，例えば会計処理方法の
選択が税と財務報告の両方の要因によって決まるとしても，そのいずれもが完全には観察可能
ではないため，すべての費用とくに財務報告上の要因という税以外の費用を定量化するのは困
難である。そのため，いかなる発見も理論命題と整合的なものとして特徴づけられ得ることに
なる。すなわち，もし経験的検証により税が重要な要因であることが明らかになると，これは
財務報告面での要因は税にとってあまり重要でないことの証拠と解釈されるであろう。一方，
税が重要でないことが示されるなら，当該状況においては財務報告面の要因の方が税よりも圧
倒的に重要である証拠として解釈されることになる。
このような短所にもかかわらず，ＳＷフレームワークは会計学における租税研究の最近の人
気の高まりの理由になっていて，いまや租税研究は財務会計に次ぐ２番目の地位を管理会計や
監査論と争っていると言われるほどである。また，多くのビジネススクールにおいて，税務戦
略の講義が人気科目の一つとなっていて，そこでは授業と研究の強い相乗効果がみられ，ケー
ススタディなど容易に教材に転換し得る研究に対する需要が生み出されている。しかし，多く
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の会計学研究者にとって，税法を正しく理解することは租税研究への参入障壁となっていて，
国際税務や合併・買収といったより専門的な分野においてはなおさらである。そこで，税に関
する職業経験とミクロ経済学や財務論の知識を組み合わせることのできる新たな博士課程の学
生は，この新しい税務会計研究に携わるのに理想的な立場にあるといわれることになる。また，
こうした税務会計研究の学際的性質により，税務会計学者は会計学以外の租税研究者や租税以
外の会計学者（とくに財務会計学者）と共同して実証研究を行うことがしばしばある。結果的
に，その研究論文が経済学雑誌（例えば，Journal of Public Economics，National Tax Journal）
や主要な財務論の雑誌に掲載されることも珍しくない。このように，税務会計研究の定義はせ
いぜい不明確なものとならざるを得ない。そこで，会計学における租税研究（税務会計研究）
と他の領域における租税研究，ないし別の形式の会計学研究との線引きが求められる。この問
題に対処するため，SS論文では可能な限り税に関する学問的理解に会計学者が最も貢献して
きた分野に焦点があてられている。例えば，会計学者はほとんど所得税にのみ集中してきたが，
これは会計学において利益測定が中心課題であること，および歴史的に所得税のコンサルティ
ングが重視されてきたことを反映していると考えられる。
しかしながら，税務会計学者がより広い学問領域で貢献するにつれて，境界線はぼやけてき
ている。会計学研究の本流の関心事（例えば，利益の役割）を，伝統的に会計学が無視してき
た租税分析に取り入れることにより，税務会計学者は租税研究を会計学の長期的な課題へと押
しあげている。要するに，最近明らかになった税務会計研究の一連の知識が，会計学研究に税
の視点を吹き込むとともに，租税研究に会計学の視点を吹き込むことになったといえる。
２．税と税以外の費用とのトレードオフ
税務会計研究の最も主要なものは，業務上の意思決定を行う際の税とその他の要因との調整
に関する研究である。このような研究における注目点は，税の最小化は組織の他の目的に影響
を与えずにはいられないということである。これらの研究は，租税研究の伝統的な3つの問い，
つまり「税は重要か？　重要でないなら，なぜか？　重要であるなら，どれくらいか？」に取
り組んでいるが，とくに２番目の問いに焦点をあてて，なぜ税の最小化が最適な経営戦略とは
ならないのかを説明している。また，ＳＷフレームワークの３つの主題（すべての当事者，す
べての税，すべての費用）のうち，「すべての費用」に依存するところが大きい。税を理解す
るためには，税以外の要因を理解することが必要である。
このトレードオフ研究は，大きくは財務報告と税の相互作用を扱うものと税額最小化に関す
るエージェンシーコストの影響を扱うものとに二分される。これらの研究は，棚卸資産，報酬，
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タックス・シェルターなど広い範囲にわたっているが，その共通する主題は次の４点である。
①税は納税者が必然的に回避する費用とはいえない，②税務管理は複雑で，経営上の多くの問
題に関連している，③財務報告上の要因の税に与える影響は，エージェンシーコストの影響よ
りも理解しやすい，④税以外の費用の定量化は，ゆっくりと進歩している。
（１）財務報告と税の相互作用
税以外の費用の代表的なものとして，財務報告費用があげられる。単純化して言えば，財務
報告費用とは利益ないし株主持分をより小さく報告することに関連する費用である。企業がそ
の債権者，顧客，仕入れ先，経営者その他の利害関係者との財務的な契約をする場合には，財
務会計上の数値が契約条件の決定に利用されるため，利益の減少は一般に契約条件の悪化をも
たらし，財務報告費用が発生する。税務会計と財務会計では収益（益金）や費用（損金）の認
識などの点で異なるが，税額最小化戦略は財務会計上の利益を小さくすることになりがちであ
る。したがって，会計，財務，マ－ケッティング，生産その他の業務機能の選択において，課
税所得を引き下げようとする税務上の誘因と会計上の利益を引き上げようとする財務報告上の
誘因とのトレードオフ関係を考慮することが，効果的な税務計画にとって重要となる。
税務計画が会計方針の選択などの財務報告上の要因に影響し，また逆に財務報告上の要因が
税務計画に影響することが想定されるが，両者の相互作用ないしトレードオフについてはいく
つもの実証研究によって明らかにされている。税務会計学者は財務報告上の要因が税に影響す
る範囲を明らかにすることで，学際的な租税研究の分野で貢献し，同様に，租税研究者は税務
上の要因がしばしば会計選択に影響することを明らかにすることで，会計学研究に貢献した。
これらの研究結果は，簡単に言えば，財務会計管理も税務管理も独立しているわけではなく，
また経営上の意思決定をするのにそのどちらかが支配的であることはないということである。
その主要な含意は，財務会計上の要因は租税研究における重要な除外された相互関連性のある
変数であり，また税務上の要因は財務会計研究における重要な除外された相互関連性のある変
数であるということである。
ｉ）財務報告費用
財務報告費用の代表例として，後入先出法による棚卸資産の評価にともなう会計利益の減少
がある。物価上昇時には，後入先出法を用いて売上原価を大きくすることで税負担を軽減する
ことができる。ただし，この場合に会計上の利益も後入先出法によって計算されるため，会計
利益も小さくなることになる。
まず，ＳＷフレームワーク以前からある研究課題が，株価がどのような反応を示すかという
ことである。この点は見解の分かれるところもあるが，Kang（1993）およびHand（1993）は，
- 77 -
米国における税務会計研究の潮流
経験的に観察される後入先出法の採用報道に対する否定的な株価の反応について説得力のある
説明をしている。
後入先出法に関連する他の重要な研究課題は，棚卸資産の評価にあたって，企業は株価を犠
牲にしても，将来の税負担を軽減する後入先出法を採用するのか，それとも目先の会計利益を
減少させるような評価方法を避けるのかどうかという問題である。この点につき，Jenkins and
Pincus（1998）は，多くの研究結果を受けて，後入先出法の採用では租税節約要因が利益管理
目的を凌駕すると結論づけた。また，後入先出法採用企業は，期末在庫を期首在庫よりも小さ
くして，期首在庫に食い込ませて後入先出法を部分的に清算すること（LIFO liquidations）で
利益を増加させたりたり，逆に期末の駆け込み仕入によって利益を減少させたりすることがで
きる。このような在庫調整について，Dhaliwal, Frankel, and Trezevant（1994）は，税と財務
報告のいずれもが，期首在庫の食い込みに影響していて，繰越欠損金を有するなどにより税負
担の少ない企業ほど期首在庫の食い込みが頻繁でありかつ大きいとした。これに対し，Hunt,
Moyer, and Shevlin（1996）は，租税要因の影響については否定的な結果を示している。この
両者の違いは，繰越欠損金の取扱い方法の差違に起因すると考えられる。
実証的な税務会計研究においては，企業の限界税率に関する見積もりが必要となるが，繰越
欠損金がある場合は1，それ以外は０のダミー変数で会社の税務環境を代理させているのが一
般的である。しかし，この変数は企業の限界税率をまちがって測定することになり，ダミー変
数にもとづく分析結果を解釈する上では注意が必要である。より信頼度の高い方法として，企
業の将来の課税所得に関する繰り返しシミュレーションにもとづいて限界税率を見積もる手法
がある。上記のDhaliwalらがダミー変数を用いるのに対して，Huntらはシミュレーションアプ
ローチを採用していることから，後者の結果の方が信頼度が高いと考えられる。つまり，後入
先出法採用企業における期首在庫の食い込みには，財務報告要因が影響しているといえるが，
租税要因が影響するとはいえないことになる。
後入先出法に関連するもう一つの研究課題は，評価方法を後入先出法から他の方法に変更す
る場合における，税や財務報告の影響について検討することである。後入先出法を他の方法に
変更すると，一般に会計利益は増加するが，Johnson and Dhaliwal（1988）は，変更した企業
は後入先出法を採用し続けた企業と比べて，負債比率が高く，運転資本の余裕も乏しいことを
示し，財務報告要因がとくに影響していることを示した。これらの変更企業の多くは繰越欠損
金を抱えていて，租税負担はほとんど発生していないが，Sweeny（1994）は，大きな税負担
が生じる場合には，財務報告上の便益にもかかわらず，後入先出法の変更は行われにくいこと
を明らかにした。
まとめると，租税要因が後入先出法の採用，清算，変更に影響を及ぼすが，在庫管理におい
ては財務報告要因の方がより大きな影響を及ぼすといえる。
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i i）機会費用の推定計算
税と財務報告のトレードオフの文脈で，財務報告要因の改善のための機会費用の推定計算が
関心事となる。Engel, Erickson, and Maydew（1999）は，信託優先株式（trust preferred
stock）の利用について分析している。信託優先株式は，財務会計上は資本を構成するが，そ
れに対する支払配当金は税務上損金算入が認められる。したがって，信託優先株式により調達
した資金で有利子負債を返済すれば，支払利息に相当する支払配当金を損金算入しながら，資
産負債比率を改善することができる。Engelらは平均で12.8％の改善が見られたとしている。
そこで，彼らはこの資本構成の改善のための機会費用を推定している。最小費用は，信託優先
株式の発行費用であり，一方最大値は負債の返済により失われる節税メリット額となる。この
ような機会費用の推計方法は，税以外の費用の定量化のモデルといえる。ただし，Engelらの
分析結果は，自己選択バイアス（self-selection bias）を免れていない点で問題はある。この自
己選択の問題は，多くの研究が直面する問題の一つであるが，その原因はモデル研究において，
代替的な選択がなされた場合に企業の貸借対照表や損益計算書，課税所得がどのようになるか
について外生的に仮定をおかなければならないことである。これは一般に仮想計算（as-if cal-
culation）として知られているが，そのような計算は研究結果が対立仮説に有利なように偏見
を抱かせる。そこで，バイアスの範囲を決めるために感応度分析を行うことが必要となる。
（２）エージェンシーコスト
税額最小化と効果的な税務計画の不一致をもたらす要因として，前出の財務報告費用以外に，
エージェンシーコスト（agency cost）がある。不確実性や情報の非対称性のもとで，企業経営
の様々な場面で逆選択やモラルハザードが起こりえる。そこで，インセンティブによる解決が
図られるが，このインセンティブ問題が税務計画に影響することになる。
この問題に関するこれまでの研究は，その多くが報酬規定（Johnson et al.〔1999〕，Balsam
and Ryan〔1996〕など）やタックス・シェルター（Wolfson〔1985〕，Shevlin〔1987〕，Beatty
et al.〔1995〕など）に関するものである。しかし，インセンティブ費用の定量化が困難である
などの理由から，論文の数は多くないし，まだ未発達な段階にあり，今後の理論的実証的研究
の発展が期待される。
３．税と資産価格
価格形成は会計学，財務論，経済学における根本的な問題であるが，その価格決定要因の一
つが税である。この問題の検討は現在の税務会計研究の２番目の主要な分野であるといわれる。
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前述のトレードオフ研究と同様に，「税は重要か？重要でないなら，なぜか？重要であるなら，
どれくらいか？」という問いがなされるが，税の最小化を相殺する要因に焦点を合わせるトレ
ードオフ研究と異なり，価格研究文献では１番目と３番目の問いに焦点を合わせる。つまり，
「価格はどれくらい税を反映するのか」ということが主題となる。また，ＳＷフレームワーク
の３つの主題のうち，「すべての税」を考慮することが重要となる。多面的な契約アプローチ
（「すべての当事者」）もまた重要であるが，税以外の要因（「すべての費用」）はここでは二次
的なものである。
前述のトレードオフ研究，とくに税と財務報告の調整問題は会計学者が支配的な分野である
が，資産価格に対する税の影響は長い間むしろ財務論や経済学において活発な研究分野であっ
た。したがって，この分野での税務会計研究者の貢献と他の租税研究者の貢献とを区別するこ
とはとくに困難であるが，財務論や経済学の大きな貢献があることはいうまでもないことであ
る。以下では主として会計学者によって行われ，また会計学雑誌に掲載された業績について論
評する。
なお，ＳＳ論文では税と資産価格の具体的な研究内容として，①合併や買収の構造や価格に
税がどの程度影響するかについての税務会計研究，②最適資本構成に対する税の影響を考察し
た財務論の初期の端緒的研究（それは最近の会計額研究につながっている），③ＳＷフレーム
ワークに感化された内在的な税についての初期の研究，および④株主課税の株価への影響など，
いくつかの問題について論評しているが，本稿では，これら税の資産化に関する研究分野に関
する論評のうち，①合併や買収の構造や価格に及ぼす税の影響についての部分についてのみ紹
介することにする。
合併・買収は財務論において広く研究されてきたが，以下では合併・買収の構造や価格が法
人税や投資者に対する課税を反映するかどうかという問題を扱った研究について論評する。そ
の前に，まずこの複雑な分野に関連する米国の税法規定を簡単に示す。
買収は，不課税（tax-free，対象会社の株主に課税なし），あるいは課税（taxable，対象会社
の株主にとって利得は課税され，損失は控除される）のいずれかである。いずれの場合も，買
収会社は対象会社の資産あるいは株式を購入する。
不課税買収（資産，株式）では，資産の税務上の簿価（tax basis），税務上の属性（tax
attribute，繰越欠損金や税額控除の繰越しなど），そして収入や利益，配当原資は影響を受け
ない。
資産の課税買収では，税務上の簿価は公正市場価値に合わせて評価替え（step-up）され，
のれんが発生することもある。対象会社が買収の後に清算される場合は収入や利益は相殺消去
される。
株式の課税買収では，税務上の資産価格は持ち越され，税務上はのれんは発生しない。しか
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し，米国では株式の課税買収は税務上あたかも資産の課税買収のように扱われることを選択す
ることができる。その根拠条文は，対象会社が独立企業（freestanding corporation）の場合は
IRC（Internal Revenue Code，内国歳入法）§338，また対象会社が子会社の場合は§
338(h)(10)である。§338の場合は，§338(h)(10)と違って，収入や利益を相殺消去することにな
る。
いくつかの合併・買収に関する論文は，合併・買収を規定する税法がどれだけ取引に影響す
るかを検討している。これらの研究は，税務上の簿価の評価替えや控除可能なのれんにともな
う租税便益が減価償却の再計算（depreciation recapture）や対象会社株主へのキャピタルゲイ
ン課税にともなう費用を相殺するかどうかという問題を扱っている。なお，買収の税務問題は
対象会社の種類（独立のC会社，C会社の子会社，S会社，パートナーシップ）によって異なる
が，ほとんどの場合は独立のC会社の買収のみを分析対象としている。
86年税制改正以前の買収について，Hayn（1989）は不課税買収において，繰越欠損金や税
額控除から得る便益が買収価額に影響し，また課税買収では評価替えによる便益と株主課税が
買収価額に影響することを示した。
Erickson（1998）は，1985年から88年の買収について分析し，限界税率が高く，また借入れ
能力の高い企業ほど，借入金による課税買収を選好することを発見した。また，彼のその後の
研究では対象会社の株主にかかる課税の影響は小さいこと，評価替えにともなう税負担は便益
よりも大きい場合が多いことが示されている。
営業権の償却費の損金算入を許容した1993年改正法（Omnibus Budget Recociliation Act of
1993）の影響について，Henning and Shaw（2000）は，営業権の発生を伴う場合の買収価額
が上昇することを示した。Weaver（2000）は，税法改正により営業権を発生させる課税買収
が相対的に増加したことを示すとともに，買収会社の限界税率が高いほど課税買収による資産
の評価替えが選好されることを示している。一方，Ayers et al.（2000）は，課税買収のうちの
評価替えを行っている場合の割合は法改正の前後で約17％と変わりがないが，買収価額プレミ
アムに大きな影響を与えていて，営業権償却による租税便益のおよそ75％が対象会社の株主に
吸収されることを発見している。
また，Erickson and Wang（2000）はIRC§338(h)(10)の効果について分析し，資産売却が株
式売却に比して極端に大きな税負担を伴わない場合に§338(h)(10)の選択適用がなされることを
確認した。
税務上の理由によって買収や事業分離が生起されるとは考えにくいが，これらの研究は取引
の構造や価格が買収会社や対象会社の税務状況（tax status）や対象会社の租税属性（tax
attributes）に左右されることを示している。なお，税法改正による営業権償却費の損金算入
認容が，営業権を発生させるような取引事例を増加させるかどうかは明かでないが，買収価額
米国における税務会計研究の潮流
- 81 -
を上昇させたとはいえる。したがって，上記の研究は税務上の取扱いが資産価格や取引構造に
影響することを示している。ただし，対象会社の負債状況，移転登記の費用などの税以外の費
用が税務上の要因にどのような相互作用を及ぼすかということについてはほとんどよく分かっ
ていない。
なお，一般的な考えとは異なり，合併・買収の場合には前節で見たような税務上の要因と財
務会計上の要因とのトレードオフは通常行われない。税務上の取扱いと財務会計上の取扱いは
異なるが，税務上の要因が財務会計におけるプーリング法の適用を阻害することはめったにな
い。独立C会社（freestanding C corporation）の買収のほとんどは株式の購入によって行われ，
税務上の簿価の引継ぎがなされるが，プーリング法の適用が可能である。また，資産買収や子
会社株式の買収の財務会計上の取扱いは，税務上の取扱いにかかわらず，両方ともパーチャス
法が適用される。この分野における税務と財務会計の問題は複雑であり，よく誤解されている
ので，双方をともに進めるような研究が期待される。
４．多法域取引の課税問題
複雑な税法規定が多くの研究者にとっての参入障壁となっているもう一つの分野が，多司法
管轄区域（多法域）取引である。多国間ないし多州間にわたる取引の研究は，米国における最
近の税務会計研究の最も活発な分野の一つである。しかし，この分野の研究動機は，前述の税
と税以外の費用とのトレードオフや税の資産化（tax capitalization）の場合とは少し異なる。
租税研究者は，少なくとも４つの理由から多国籍の問題について，SWフレームワークを繰
り返し適用してきた。まずはじめに，実践的な観点から，多法域問題では相異なる税率や課税
標準が適用されることになるため，租税研究者の関心を引きつけることになる。というのは，
「税は重要か？　重要でないなら，なぜか？　重要であるなら，どれくらいか？」という基本
的な問いは，単一の税率や課税標準のもとでは検証しにくいが，複数の異なる税率や課税標準
のもとではより扱いやすくなるからである。
２番目には，理論的見地から，司法管轄区域の違いによる税負担の相違が商取引に及ぼす影
響は，原価計算に関連する学問的に興味深い問題である。市場に国境はないが，税は国によっ
て異なる。例えば，国際電話は多国間の消費者を結びつけるが，どちらの政府がその通信のど
の部分に司法管轄権を有するのであろうか。仮にニューヨークの人がテキサスの人に電話し，
その通信が衛星や他の州の回線設備を通過する場合，どこで利益が認識されるのか，どの州が
課税権を有するのであろうか。また，どのように収入や支出が各州に配分されるべきであろう
か。こういった利益や費用の配分問題に関しては，会計者は優位な立場にある。現在の重要問
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題の一つは，インターネットの課税問題である。
３番目に，政策的見地から，昨今の商業取引の拡大にともなって，政策立案者や税務の実務
家はかつては秘密にされてきた多法域間の問題についての記録や理解を求めている。
最後に，最近の国際的なデータベースの構築により，コンピューターを通じて財務上の開示
情報の入手が可能となり，国際的な租税研究にかかる費用が低減した。
以上が多法域間の税務問題がよく研究されてきている理由であるが，多国籍間の問題を取り
扱った研究を例示すると次のようである。
米国では1986年の税制改正で，法人所得税率の引き下げとともに，外国税額控除の制限がな
されたため，多国籍企業は国際的な税務計画を重視しはじめた。例えば，国外で積極的に活動
している企業の場合には，借入金による資金調達（debt finance）よりも，新株発行を伴う資
金調達（equity finance）の方が税務上有利となることが想定された。
この点について，Collins and Shackelford（1992）は，資金調達コストの引き下げのために
は，企業と債権者，株主が一緒になって税務問題を検討することが必要であることを示した。
すなわち，国外業務が22%を超える企業では，借入金よりも新株発行による資金調達が有利と
なることを示し，実際コカコーラやエクソンがコマーシャルペーパーを変動金利優先株式に切
り替えていることを明らかにした。さらに，Newberry（1998）はこの研究を拡張して，外国
税額控除の制限が影響して，企業が内国債務を普通株や優先株に切り替えていることを示し
た。
このような借入金を新株発行に置き換えること以外に，在外子会社の借入金を増加させると
いう対応策も考えられる。Newberry and Dhaliwal（2000）は，債券発行額を調査して，米国
親会社が繰越欠損金を有する場合には，在外子会社（とくに税率の高い地域にある子会社）に
おける債券発行が行われやすいことを提示した。これらは所得移転に関する研究であるが，所
得移転問題は会計学における国際税務研究の最も広範なテーマである。
所得移転問題の研究以外には，Kemsly（1998）は，製造工場の立地に関する税の役割につ
いて検討し，企業は外国税額控除や税率に反応して製造工場の立地を決めていることが確認さ
れた。
以上，いくつかの先行研究を示したが，研究内容の発達につれて新たな貢献をすることが難
しくなってきている。つまり，国際税務の問題は今後も税務会計研究の一つの中心的分野であ
ると考えられるが，単に税が重要であるということを示すだけでは，もはや主要な雑誌に掲載
されるのには不十分であり，求められる研究の質のハードルが高くなってきているといえる。
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５．むすび
SS論文は，現在の税に関する実証的な会計研究につながるこれまでの学術的変遷の史的記
録であるが，以下に示すような今後の展望を述べている。
ここ最近，実証的税務会計研究は急速に進展しているが，組織における税の働きをよりよく
理解するためのさらなる研究が求められる。さしあたって，次の5つの発展が期待される。
①将来のよりよい研究では，税が重要であるというだけではなく，どれくらい税が重要なの
か，税額最小化の障害となるものをより精確に定量化することが求められる。
②ＳＷフレームワークや財務論の研究を超えていくために，さらなる理論的手引きが必要で
ある。移転価格に関する理論的な研究があるにもかかわらず，会計学における理論的租税
研究は，租税法令遵守などの二次的な関心事を扱っている。さらなる組み立てがないと，
記録文献のレベルで足踏みしてしまいかねない。理論の発展や関連分野からの理論の取り
込みを通じて，競合仮説の検証がこの分野を成熟させていくであろう。
③従来は，他の分野，とくに財務会計の方法論を取り入れてきたが，今後はより厳密な計量
経済学の手法を租税研究に導入していく必要がある。
④税務会計研究では他の分野，とくに財務論と公共経済学の知見をよりうまく組み合わせて
いくことが期待される。ＳＷが税務会計者のパラダイムシフトをもたらしたが故に，財務
論や経済学における長い租税研究の歴史を無視しがちである。例えば，株価と株主課税と
の関係については経済学や財務論で広く検討されてきた問題であり，会計学者は重複を避
けるべく注意しなければならない。
⑤学術分野を超えた共通の関心事がよく認識されるように，税務会計研究はさらに財務論や
経済学で行われている租税研究に影響を与えべきである。株価における譲渡益税の資産化
についての会計学者の最近の貢献は，会計学や関連分野に利益をもたらすであろう相互交
流の先駆けといえる。会計学者と経済学や財務論における租税研究者との共同研究が奨励
される。
次に，SS論文のおわりに述べられている今後の新しい研究分野に関する意見をまとめると，
およそ次のようである。
①まず始めに，税務会計と財務会計が強く結びついてきた一方で，驚くべきことに税務会計
と管理会計の結びつきは発展してきていない。本来，税務問題は組織の内的機能として，
財務会計よりもむしろ管理会計の問題によく合うはずである。国際税務問題における企業
グループ内の所得移転，報酬体系，およびインセンティブ費用の影響といった問題はすぐ
れて管理会計と近い問題である。例えば，税務対策の移転価格は費用配分から派生してい
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る。税務会計と管理会計の潜在的結びつきを示す例として，報酬管理と積極的な税務計画
の結びつきを検討した研究がある。管理会計を強調した研究は，売上，利用，インターネ
ット，資産，あるいは報酬に関する税など，所得税でない分野で表れることが考えられる。
税務会計と管理会計にまたがる研究が望まれる。
②２番目には，法人税等の会計（accounting for income taxes）が税務計画にどの程度の影
響を及ぼすかについての研究が重要である。税務会計と財務会計の共同研究によって，企
業が納税額の低減や実効税率の管理をどのように行うのかが明らかになると思われる。
③最後に，ほとんど分かっていない問題として，企業の租税回避の積極性に関する問題があ
る。財務報告費用やエージェンシーコストが租税回避に抑制的に働くとされるが，企業の
租税回避に関する積極性は変化するともいわれる。そこで，その決定要因は何かというこ
とが関心事となる。成長企業や分権的な企業はあまり積極的でないのか。また，ある企業
は税引前利益にもとづいて報酬を支払い，他は税引後利益にもとづいて支払うのはなぜか。
こうした疑問に対して，どれだけ経営者が企業を支配しているかということが，一つの決
定要因であるとする興味深い見解がある。これは簡単に言えば，経営者の持株比率が高け
れば，財務報告費用をあまり気にする必要がないので，より積極的な節税策がとられると
いうものであるが，その妥当性にはなお意見の相違がある。いずれにせよ，このような研
究は組織内の要因が租税回避の積極性に与える影響を理解するのに有益であり，税務計画
の決定要因をさらによく説明するような研究が今後期待される。
以上，SS論文に則して，米国における税務会計研究の潮流を紹介してきたが，SS論文では，
その第５章Methodological issuesにおいて，租税研究における方法論上の問題点について詳述
している。そこで取り上げられているのは，限界税率の推定，自己選択バイアス，トレードオ
フモデルの特定化，変化と水準，税負担の研究における内在的な税，そして機密データの利用
といった問題である。本稿では，限界税率の推定，自己選択バイアスについてのみ簡単に触れ
ている。こうした方法論上の問題をよく理解することは実証的な税務会計研究を適切なリサー
チデザインのもとで進めていく上で必要となるが，これについては今後の課題として別の機会
に改めて検討することにしたい。
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